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経常収支比率の分析
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※１　本レーダーチャートは、当該団体と類似団体平均値より算出した偏差値をもとに
　　チャート化したものである。（偏差値は平均を100としている。）
　２　当該団体の八角形が平均値の八角形より内側にあるほど、歳出抑制等により財政
　　構造に弾力性があることを示している。
　３　類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類
　　した結果、当該団体と同じグループに属する団体を言う。
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分析欄
【経常収支比率（合計）】　地方交付税と臨時財政対策債が年々減少しており、それが経常収支比率の悪化の
大きな要因となっています。平成19年度における経常収支比率は、前年度比で1.0ポイント悪化し、98.8％となり
ました。これは、経常一般財源充当経費で、人件費、公債費の減などにより、全体で5.5億円の減（△3.9％）と
なったものの、経常一般財源において、市税で6.0億円の増加、地方譲与税が5.9億円の減、普通交付税が3.6
億円の減、臨時財政対策債発行額が0.7億円の減などにより、全体で7.0億円の減（△4.9％）となったことが影
響したものであります。行財政改革のさらなる取組みを通じて義務的経費の削減に努めます。
【人件費】　給与水準の適正度を計るラスパイレス指数は類似団体平均より下回っていますが、経常一般財源
に占める割合は高いため、今後とも、人件費抑制に努めます。
【物件費】　民間で実施可能な部分については、委託化を進め、コストの低減を図っているところであり、今後と
もその方針を継続していきます。
【扶助費】　国制度の変更や対象者の増加等により扶助費は年々増加しています。京都府市町村平均以下で
あるものの、類似団体平均以上であり、見直しに向けた取組みを行っていきます。
【公債費以外】　義務的経費は年々増加しており、その中でも扶助費が増加傾向であります。
【公債費】　臨時財政対策債の発行や、近年に施設改修時期が到来したことによる都市基盤整備のための起
債発行に伴う増加がありましたが、施設改修は一定完了しました。今後とも緊急度、住民ニーズを的確に把握
した事業の厳選や、借換を行うことにより償還額の平準化に努めます。
【補助費等】　類似団体平均と同じでありますが、今後とも行財政改革を進め、補助費等抑制に努めます。
【その他】　類似団体平均は下回っていますが、今後とも行財政改革を進め、繰出金等抑制に努めます。
【普通建設事業費の分析】　平成16年度に大型施設の改修時期が到来したことに伴い普通建設事業費は上昇
しましたが、他の年度は、事業の厳選を行うことで類似団体平均と比較しても下回っています。



人件費及び人件費に準ずる費用の分析
人件費及び人件費に準ずる費用

人口1人当たり決算額
当該団体（円） 類似団体平均（円） 対比（％）

人件費 6,413,365 79,311 65,725 20.7
賃金（物件費） 116,938 1,446 3,079 ▲ 53.0
一部事務組合負担金（補助費等） 353,317 4,369 5,677 ▲ 23.0
公営企業（法適）等に対する繰出し（補助費等） - - 753 -
公営企業（法適）等に対する繰出し（投資及び出資金・貸付金） - - 1 -
公営企業（法非適）等に対する繰出し（繰出金） 134,114 1,659 3,083 ▲ 46.2
事業費支弁に係る職員の人件費（投資的経費） 72,453 896 1,194 ▲ 25.0
▲退職金 ▲ 1,224,732 ▲ 15,146 ▲ 8,299 82.5
合計 5,865,455 72,536 71,213 1.9

参考
当該団体 類似団体平均 対比（差引）

人口1,000人当たり職員数（人） 6.28 6.53 ▲ 0.25
ラスパイレス指数 97.9 98.5 ▲ 0.6
ラスパイレス指数及び職員数に係る項目については、平成19年地方公務員給与実態調査に基づくものである（以降の項目について同じ。）。
なお、平成19年度中に市町村合併を行った団体については、当該項目を「-」としている。

公債費及び公債費に準ずる費用の分析
公債費及び公債費に準ずる費用（実質公債費比率の構成要素）

人口1人当たり決算額
当該団体（円） 類似団体平均（円） 対比（％）

公債費充当一般財源等額
（繰上償還額及び満期一括償還地方債の元金に係る分を除く。）

1,875,488 23,193 27,341 ▲ 15.2

満期一括償還地方債の一年当たりの元金償還金に相当するもの
（年度割相当額）等

16,667 206 96 114.6

公営企業債の償還の財源に充てたと認められる繰入金 649,344 8,030 9,908 ▲ 19.0
一部事務組合等の起こした地方債に充てたと認められる補助金又
は負担金に充当する一般財源等額

269,604 3,334 3,433 ▲ 2.9

債務負担行為に基づく支出のうち公債費に準ずるものに充当する
一般財源等額

69,137 855 1,680 ▲ 49.1

一時借入金利子
（同一団体における会計間の現金運用に係る利子は除く）

- - 36 -

▲地方債に係る元利償還金及び準元利償還金に要する経費として
普通交付税の額の算定に用いる基準財政需要額に算入された額

▲ 1,705,230 ▲ 21,088 ▲ 24,810 ▲ 15.0

合計 1,175,010 14,531 17,684 ▲ 17.8
平成20年４月１日以降の市町村合併により消滅した団体で実質公債費比率を算定していない団体については、「-」としている（以降の項目について同じ。）。
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※参考　実質公債費比率及び起債制限比率の推移
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普通建設事業費の分析

普通建設事業費

当該団体(円) 増減率(%)(A) 類似団体平均(円) 増減率(%)(B) (A)-(B)

2,184,205 26,370 7.6 45,284 ▲ 18.8 26.4

うち単独分 1,680,275 20,286 4.1 30,802 ▲ 15.3 19.4

4,335,734 52,787 100.2 41,603 ▲ 8.1 108.3

うち単独分 3,525,065 42,917 111.6 28,359 ▲ 7.9 119.5

2,920,349 35,788 ▲ 32.2 42,811 2.9 ▲ 35.1

うち単独分 2,567,304 31,462 ▲ 26.7 29,783 5.0 ▲ 31.7

1,477,305 18,208 ▲ 49.1 35,287 ▲ 17.6 ▲ 31.5

うち単独分 1,004,819 12,385 ▲ 60.6 22,883 ▲ 23.2 ▲ 37.4

1,024,415 12,669 ▲ 30.4 33,360 ▲ 5.5 ▲ 24.9

うち単独分 802,711 9,927 ▲ 19.8 21,314 ▲ 6.9 ▲ 12.9

過去５年間平均 2,388,402 29,164 ▲ 0.8 39,669 ▲ 9.4 8.6

うち単独分 1,916,035 23,395 1.7 26,628 ▲ 9.7 11.4
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